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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価等審議委員会における質問事項に対する回答 

 

■質問事項 

整理番号 １ 事業名 海岸保全施設整備事業 委 員 名 岡田委員 

地区名等  大戸瀬 回答書頁 6 

【担当課：農村整備課】 

 越波等による農地の被害記録について伺いたい。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 
小林委員長､長野
委員、岡田委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 7～13 

【担当課：漁港漁場整備課】 

 前回評価時点から現在までの漁業就業者数など、水産物生産性に係るデータをいただき

たい。 

 

整理番号 4～7､9､11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､長野委員 

地区名等 今別､脇野沢､佐井､奥戸､小泊､三沢 回答書頁 14 

【担当課：漁港漁場整備課】 

漁場と漁港、または複数の漁港を連携させて整備したことによる効果について伺いたい。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､長野委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 15 

【担当課：漁港漁場整備課】 

各地区の漁港施設に関連する６次産業化の取り組み状況及びその効果について伺いた

い。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 16 

【担当課：漁港漁場整備課】 

「施設が不足している」という地区が多いが、「施設の不足」とは、何を基準にしている

のか伺いたい。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 17～18 

【担当課：漁港漁場整備課】 

１．港内静穏度の指標となる数値について伺いたい。 

２．事業効果として港内静穏度がどの程度変化するのか伺いたい。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価等審議委員会における質問事項に対する回答 

 

■質問事項 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 松冨委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 19 

【担当課：漁港漁場整備課】 

防波堤を整備することによる港内静穏度の向上は、Ｂ／Ｃ算定に含まれているのか。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､松冨委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 20 

【担当課：漁港漁場整備課】 

１．防波堤の延伸など、事業量及び設計を変更した理由について伺いたい。 

２．小泊、白糠地区の事業費が大幅増になった理由について伺いたい。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 藤田委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 21 

【担当課：漁港漁場整備課】 

１．環境影響への配慮について、特に配慮する対応内容として「汚濁防止膜の設置等によ

る水質汚濁の防止」が示されているが、他の地区では同様の対応をしていないのか伺い

たい。 

２．「周辺海域の自然環境や水生生物の生育環境に配慮した施工」について、他の地区で

は同様の対応をしていないのか、また、具体的にどのような内容であるか伺いたい。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 東委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 22 

【担当課：漁港漁場整備課】 

１．環境への配慮は全てＡ評価となっているが、事業開始から現在まで地区内で起きた現

象を客観的に見て、その配慮が成功しているのか、配慮はしたがやむを得ない影響が出

ているのか整理する必要がある。 

２．三沢漁港における漂砂を止めたことによる海岸侵食への対応状況について伺いたい。 

 

整理番号 ３ 事業名 水産生産基盤整備事業 委 員 名 松冨委員 

地区名等 十三 回答書頁 23 

【担当課：漁港漁場整備課】 

１．十三湖の水戸口に導流堤が設置されて以降、水戸口が閉塞したことはあるのか。 

２．十三漁港の現在の堆砂状況について伺いたい。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価等審議委員会における質問事項に対する回答 

 

■質問事項 

整理番号 10、11 事業名 水産流通基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､長野委員 

地区名等  白糠、三沢 回答書頁 24～25 

【担当課：漁港漁場整備課】 

１．東日本大震災による被害状況について伺いたい。 

２．漁港を整備したことによる背後施設の被害軽減効果について伺いたい。 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産(流通)基盤整備事業 委 員 名 小林委員長 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 回答書頁 26 

【担当課：漁港漁場整備課】 

東日本大震災を踏まえ、保全問題等、新たな配慮が必要ではないか。 

 

整理番号  － 事業名 （海岸保全基本計画関連） 委 員 名 
小林委員長､齊藤
委員､長野委員 

地区名等 － 回答書頁 27 

【担当課：河川砂防課、港湾空港課、農村整備課、漁港漁場整備課】 

「青森県海岸保全基本計画」について 

１．昭和５８年及び平成５年に日本海側で発生した津波被害は、平成１５年に策定した「青

森県海岸保全基本計画」にどのように反映されているのか伺いたい。 

２．海岸保全施設の建設にあたって、単に海岸保全基本計画の防護水準によるものではな

く、その地区の現状に合わせて別な要素も加えて検討していく必要がある。 

 

整理番号 資料 3-3 事業名 道路事業 委 員 名 長野委員 

地区名等 － 回答書頁 28 

【担当課：道路課】 

交付金事業（道路事業）における県の事業費配分の考え方について伺いたい。 

 

整理番号 12～21 事業名 道路改築事業､市町村道代行事業 委 員 名 木立委員､長野委員 

地区名等 八戸大野線 他、福浦川目線、温泉線 回答書頁 29 

【担当課：道路課】 

道路事業における費用対効果分析について 

１．「道路整備事業における県独自の費用便益分析実施要綱」について、国の事業（直轄事

業、国庫補助事業）に適用されているのか伺いたい。 

２．地域修正係数の今後の見直し方針について伺いたい。 

３．県代行事業について、Ｂ／Ｃが修正後も 1.1 程度と低い値であるが、用地費を含める

と値はもっと下がるのではないか。村が行う用地費の取り扱いについて伺いたい。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価等審議委員会における質問事項に対する回答 

 

■質問事項 

整理番号 12～21 事業名 道路改築事業､市町村道代行事業 委 員 名 木立委員､武山委員 

地区名等 八戸大野線 他、温泉線 回答書頁 30 

【担当課：道路課】 

道路事業における費用対効果分析について（防災便益について） 

１．防災便益適用の考え方について伺いたい。 

２．1.5 車線整備の事業に防災便益を適用している考え方について伺いたい。 

 

整理番号 13 事業名 道路改築事業（県道改築事業） 委 員 名 武山委員 

地区名等 夏泊公園線 回答書頁 31 

【担当課：道路課】 

トンネルが概成しているのに事業完了年度が平成 28 年度では、事業効果が十分に発揮さ

れないのではないか。 

 

整理番号 資料 3-4 事業名 砂防事業 委 員 名 藤田委員 

地区名等 － 回答書頁 32～33 

【担当課：河川砂防課】 

１．砂防事業の整備計画について伺いたい。 

２．未整備箇所のうち、緊急に整備が必要な箇所について伺いたい。 

３．整備箇所の優先順位はどのように決定されるのか伺いたい。 

 

整理番号 24､25 事業名 通常砂防事業､火山砂防事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 九艘泊川、高屋敷沢 回答書頁 34 

【担当課：河川砂防課】 

全体計画平面図にある「現況整備率」、「計画整備率」、「将来整備率」の算定方法につい

て伺いたい。 

 

整理番号 24､25 事業名 通常砂防事業､火山砂防事業 委 員 名 小林委員長､長谷川委員 

地区名等 九艘泊川、高屋敷沢 回答書頁 35 

【担当課：河川砂防課】 

１．九艘泊川、高屋敷沢の事業費が増になった理由を伺いたい。 

２．高屋敷沢について、当初計画から砂防えん堤が１基増工されているが、増工を検討す

るにあたって県道の移設は検討されているのか伺いたい。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価等審議委員会における質問事項に対する回答 

 

■質問事項 

整理番号 24､25 事業名 通常砂防事業､火山砂防事業 委 員 名 東委員 

地区名等 九艘泊川、高屋敷沢 回答書頁 36 

【担当課：河川砂防課】 

 えん堤の構造や魚道設置の有無など、様々なタイプのえん堤を設置しているが、どのよ

うに検討されているのか伺いたい。 

 

整理番号 27 事業名 尻屋岬港地域再生基盤強化事業 委 員 名 松冨委員 

地区名等 尻屋岬港第二ふ頭 回答書頁 37～38 

【担当課：港湾空港課】 

防波堤（東）と防波堤（西）を比較すると、断面が大きく異なるのに、それぞれの事業

費がほとんど変わらない理由について伺いたい。 

 

整理番号 27 事業名 尻屋岬港地域再生基盤強化事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 尻屋岬港第二ふ頭 回答書頁 39 

【担当課：港湾空港課】 

事業費３８億円と、費用対効果分析における建設費５１億円の違いについて伺いたい。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 １ 事業名 海岸保全施設整備事業 委 員 名 岡田委員 

地区名等 大戸瀬 担 当 課 農村整備課 

質問事項 

 

 越波等による農地の被害記録について伺いたい。 

 

 

 

 

回    答 

 

 深浦町の防災計画によると、昭和４５年８月の台風９号の越波による被害が

記録されており、本地区を含む町全体で１３０ｈａが塩害のため皆無作となり

ました。 

また、平成３年災害確定報告によれば、台風１９号の暴風により本地区を含

む町全体で５０百万円の農産被害がありました。 

 

 

 

深浦町の被害状況 

年号・年・月・日 西暦 災害種別 被害概要 

昭和45年8月15日 1970 風害 台風９号により本地区を含む町全体で農作

物130haが塩害のため皆無作 

平成3年9月28日 1991 風害 台風１９号により本地区を含む町全体で50

百万円の農産被害 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 
小林委員長､長野委

員､岡田委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

 前回評価時点から現在までの漁業就業者数など、水産物生産性に係るデータ

をいただきたい。 

 

 

回    答 

 

各地区及び県全体の水産物生産性に係るデータは、水産庁が調査統計してい

る「漁港港勢調査」により、別添「港勢の推移」のとおりです。 

なお、「漁港港勢調査」では、「漁業就業者数」が統計されていませんので、

「漁業協同組合員数」としています｡ 

 



別添資料（港勢の推移）

■岩崎地区

大型定置網、かご漁業、小型定置網

べにずわいがに、ぶり類、くろまぐろ

■十三地区

港勢の推移

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 199 200 196 189 189 188 188 

利用漁船隻数（隻） 225 208 210 196 195 195 188 

属地陸揚量（トン） 1,478 1,194 1,359 1,049 1,280 1,594 1,407 

属地陸揚金額（百万円） 651 487 603 612 665 695 674 
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底びき網、小型定置網

しじみ、まだら、かれい類主な魚種

主な漁業種類

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 244 247 245 246 247 248 251 

利用漁船隻数（隻） 174 217 168 169 214 216 198 

属地陸揚量（トン） 1,386 1,013 1,079 1,297 1,078 918 883 

属地陸揚金額（百万円） 1,178 1,021 955 1,018 925 834 687 
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別添資料（港勢の推移）

港勢の推移

■今別地区

ほたてがい養殖、小型定置網、小型底びき網

ほたてがい、なまこ類、たこ類

■脇野沢地区

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 230 221 208 198 181 173 163 

利用漁船隻数（隻） 345 342 333 337 326 309 299 

属地陸揚量（トン） 680 668 622 524 467 431 306 

属地陸揚金額（百万円） 276 227 230 256 348 284 178 
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ほたてがい養殖、小型定置網、小型底びき網

ほたてがい、かたくちいわし、まだら

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 102 99 94 94 89 89 84 

利用漁船隻数（隻） 120 115 108 114 93 92 92 

属地陸揚量（トン） 792 1,423 1,484 1,186 1,525 1,549 1,772 

属地陸揚金額（百万円） 251 331 344 309 425 428 358 
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別添資料（港勢の推移）

港勢の推移

■佐井地区

その他の網漁業、採藻、採貝、小型定置網

まだら、こんぶ類、うに類、さけ

■奥戸地区

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 123 116 112 109 108 104 102 

利用漁船隻数（隻） 320 278 277 280 274 270 262 

属地陸揚量（トン） 966 815 1,196 683 582 575 498 

属地陸揚金額（百万円） 395 354 381 393 366 338 278 
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かご漁業、採藻、刺し網

うに類、こんぶ類、たこ類主な魚種

主な漁業種類

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 420 416 416 363 362 360 352 

利用漁船隻数（隻） 444 435 432 427 419 413 413 

属地陸揚量（トン） 973 868 230 285 361 276 194 

属地陸揚金額（百万円） 317 209 147 161 258 214 188 
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別添資料（港勢の推移）

■北金ヶ沢地区

その他の網漁業、小型定置網、大型定置網

さけ類、はぎ類、いか類、はたはた

■小泊地区

港勢の推移

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 229 221 188 177 207 207 207 

利用漁船隻数（隻） 252 253 233 248 232 235 242 

属地陸揚量（トン） 2,318 2,092 1,971 1,851 1,017 1,607 1,661 

属地陸揚金額（百万円） 1,188 954 903 981 540 958 832 
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いか釣り、刺し網、沿岸まぐろはえ縄

するめいか、めばる類、くろまぐろ

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 788 793 765 715 700 667 651 

利用漁船隻数（隻） 789 796 770 664 664 639 591 

属地陸揚量（トン） 3,317 2,888 2,029 3,634 3,803 1,708 1,933 

属地陸揚金額（百万円） 1,538 1,440 1,143 1,868 1,681 1,422 1,255 
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別添資料（港勢の推移）

港勢の推移

■白糠地区

いか釣り、小型定置網、採藻

するめいか、さけ類、こんぶ類

■三沢地区

主な漁業種類

主な魚種

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 1,575 1,571 1,563 1,563 1,554 1,548 1,526 

利用漁船隻数（隻） 932 926 916 878 841 802 780 

属地陸揚量（トン） 5,221 7,424 7,384 4,101 7,817 6,708 7,291 

属地陸揚金額（百万円） 1,733 2,570 2,267 1,522 2,265 2,021 2,139 
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いか釣り、小型底びき網、小型定置網

するめいか、ほっきがい、さけ類主な魚種

主な漁業種類

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 668 658 653 639 636 633 628 

利用漁船隻数（隻） 167 150 158 160 183 157 179 

属地陸揚量（トン） 3,379 4,473 4,156 2,818 4,332 4,104 4,911 

属地陸揚金額（百万円） 995 1,476 1,141 918 1,277 1,201 1,430 
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別添資料（港勢の推移）

■県全体

港勢の推移

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

組合員数（人） 13,465 13,338 13,049 13,129 12,605 12,387 12,241 

利用漁船隻数（隻） 12,902 12,551 12,110 11,966 11,946 11,326 11,007 

属地陸揚量（トン） 273,943 287,249 281,235 271,005 285,220 250,340 279,899 

属地陸揚金額（百万円） 52,614 60,877 56,838 53,980 62,227 52,305 50,743 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 4～7､9,11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､長野委員 

地区名等 今別､脇野沢､佐井､奥戸､小泊､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

 漁場と漁港、または複数の漁港を連携させて整備したことによる効果につい

て伺いたい。 

 

 

回    答 

 

生産基盤としての漁港の機能は、漁獲物を水揚げするための「陸揚げ機能」

や、出漁に備え、燃料、氷などを漁船に積み込むための「準備機能」、出漁と

出漁の間の漁船を安全に係留するための「休けい機能」があります。 

この中で、「休けい機能」については、それぞれの漁港で担っていますが、「陸

揚げ機能」、「準備機能」については、地区内の漁港間で機能を集約、分担して

います。 

これにより、「休けい機能」については、台風などの異常気象時における避

難に係る経費が削減され、「陸揚げ機能」及び「準備機能」の集約により、荷

捌き所、給油施設、給氷施設などの共同利用施設の設置、運営に係る経費が削

減されているほか、仲買人など流通業者の輸送経費が削減されています。 

また、漁場を漁港と近接した位置に一体的に整備することにより、漁場まで

の航行時間が短縮し、それに伴う経費や種苗放流、密漁監視などの漁場管理に

係る経費なども削減されます。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､長野委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

各地区の漁港施設に関連する６次産業化の取り組み状況及びその効果につ

いて伺いたい。 

 

 

回    答 

 

安全で安心な水産物を安定的に供給するため、港内静穏度向上のための防波

堤や漁業活動の効率化を図るための浮き桟橋などの施設整備の進展とともに、

各地区において、６次産業化や水産物のブランド化に向けた取り組みが進んで

います。こうした取り組みに伴う水産物の付加価値向上により、漁業者の所得

向上効果が期待されます。 

 

■十三地区 

海面漁業に対応した漁港の整備を契機に、十三漁業協同組合を中心とした産

地協議会が組織され、当地区で水揚げされた漁獲物の付加価値向上を目指し、

漁港の供用開始に向け、活魚などの流通調査や加工品開発の可能性を調査する

こととしています。 

■佐井地区 

佐井村漁業協同組合では、当地区で漁獲された水産物を使い、サケトバなど

の加工、販売を行っているほか、インターネットを利用した鮮魚販売システム

を導入し、地区内の牛滝、磯谷、福浦漁港で水揚げされた新鮮な魚介情報を毎

朝公開し、販売を行っており、青森市と佐井村内の漁港を結ぶ定期航路などを

利用し、その日のうちに届けています。 

漁港整備にあたってはこの定期航路の安全利用を考慮した整備を行ってい

ます。 

■三沢地区 

三沢漁港では、集魚灯を使用しない昼釣りにより漁獲されたスルメイカが、

夕方に陸揚げされ、高鮮度を保ったまま、翌日の東京築地市場のセリに間にあ

うよう出荷されています。このスルメイカは、「赤トンボ」の名称でブランド

化され、魚価が安定したことに伴い、外来船の入港隻数も安定しています。 

また、三沢市漁業協同組合では、特産品である「ほっきがい」のＰＲのため、

「みさわほっきまつり」を漁港内で開催しているほか、漁獲物の鮮度を長時間

維持できる「神経抜き活締め」処理の導入など、当地区で水揚げされる漁獲物

の付加価値向上を目指した取り組みを行っています。 

■その他の地区 

脇野沢地区や北金ヶ沢地区では、各漁業協同組合が、地区内で水揚げされた

鮮度の高い魚介類や水産加工品を、インターネット等を利用し、販売している

ほか、白糠地区では、漁港内の直売所で販売を行っています。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

「施設が不足している」という地区が多いが、「施設の不足」とは、何を基

準にしているのか伺いたい。 

 

 

回    答 

 

各施設の利用状況を調査したうえで、係留施設については、「陸揚げ」、「準

備」、「休けい」の利用目的別、水深別に、利用漁船隻数や回転数、バース長、

漁船の係留の仕方などから必要延長を算定し、これに対する現有延長がどの程

度あるのかという施設の充足度合いにより、「施設の不足」について、判断し

ています。 

また、漁港施設用地も同様に、荷捌所用地、加工場用地、野積場用地などの

利用目的別に、必要面積と現有面積を比較し、施設の充足の度合いによって、

「施設の不足」について、判断しています。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

１．港内静穏度の指標となる数値について伺いたい。 

２．事業効果として港内静穏度がどの程度変化するのか伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．防波堤の配置の決定にあたっては、漁港を利用する多くは小型漁船であり、

波の影響を受けやすく、港内で発生する水理現象を十分に考慮して決定する

必要があることから、港内静穏度解析などを実施し、整備効果を検証したう

えで、決定しています。 

港内静穏度とは、航路、泊地における波の静穏の度合いを、波高で表して

おり、港内静穏度の指標は、国の設計基準に基づき、航路及び泊地の水深別

に次のとおり設定しています。 

 

水深 -3.0ｍ未満 -3.0ｍ以上 

航路と して使 用可 能な最 大波高 0.90ｍ 1.20ｍ 

陸揚げ 、準備 が可 能な最 大波高 0.30ｍ 0.40ｍ 

休けい岸壁の使用が可能な最大波高 0.40ｍ 0.50ｍ 

 

２．防波堤の整備による港内静穏度向上効果として、白糠漁港の事例では、別

添の港内静穏度解析資料のとおり、荒天時（出漁限界）において、航路の静

穏度の向上により、安全に航行が可能となり、これに伴う出漁機会の増大効

果が期待できます。 

 

 



港内静穏度解析事例港内静穏度解析事例港内静穏度解析事例港内静穏度解析事例　（　（　（　（白糠漁港焼山地区白糠漁港焼山地区白糠漁港焼山地区白糠漁港焼山地区））））

整備前 整備後

波高
分布図-

1
8 

-

陸揚げ用岸壁 陸揚げ用岸壁

説明

　外郭施設の整備がなされていないため、港口部、港内の静穏度が悪く、入出港時
に支障を来している。

　外郭施設の整備により、港口部や港内の静穏度の確保することができ、係船岸全
てを安全に利用できる状況である。
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 松冨委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

防波堤を整備することによる港内静穏度の向上は、Ｂ／Ｃ算定に含まれてい

るのか。 

 

 

回    答 

 

防波堤の整備に伴う港内静穏度向上の効果として、Ｂ／Ｃの算定にあたって

は、主に次の効果を便益額として算定しています。 

 

①漁船避難作業時間等の短縮、経費の削減 

防波堤の整備により、静穏な泊地が確保され、自港での係留が可能になる

ことで、台風などの異常気象時に他港への避難作業に費やしていた時間や経

費が削減される。 

②漁船耐用年数の延長 

防波堤の整備により、泊地の静穏度が向上し、係留時の漁船の揺動が少な

くなることで、漁船同士や岸壁との接触による損傷が減少し、耐用年数が延

長される。 

③出漁可能回数の増加 

防波堤の整備により、横波による漁船転覆事故が多い港口部の静穏度が向

上することで、出入港時における安全性が確保され、多少高い波高でも確実

に出漁が可能となる。 

④漁業就業者の労働環境改善 

防波堤の整備により、静穏な泊地が確保されることで、漁船の操船や漁船

上での作業などにおける快適性・安全性が向上し、漁業就業者の労働環境が

改善される。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､松冨委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

１．防波堤の延伸など、事業量及び設計を変更した理由について伺いたい。 

２．小泊、白糠地区の事業費が大幅増になった理由について伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．防波堤などの計画事業量については、港内静穏度解析や漂砂解析などのシ

ミュレーションを実施し、整備効果を把握したうえで決定しています。 

また、事業着手後も、整備効果の発現状況を検証し、必要に応じて、設計

条件の見直しや、技術指針の改訂に対応しながら、整備を進めているところ

です。 

しかし、平成 15 年、16 年と漁港施設等の被害額が 20 億円を超える災害が

立て続けに発生するなど、近年、防波堤、護岸などの機能が著しく損なわれ

る災害の発生が増えたことを受け、最近の海象の変化を設計に十分反映でき

ていないことが考えられたことから、平成 18 年に、県内の全ての漁港で、

防波堤などの設計に用いる「沖波」の諸元を見直しています。 

これに伴い、施設の配置や安定性を再検証し、施設を改良する必要がある

ものについて、変更しています。 

 

２．小泊、白糠地区は、それぞれ、第４種漁港として、周辺海域で操業する漁

船の避難漁港としての役割を担っており、前述した見直しで、他港からの外

来漁船を含めた利用漁船を安全に係留させるため、防波堤などの外郭施設の

改良が必要となったものです。 

このため、小泊地区においては、北防波堤、第３北防波堤、第３南防波堤

の改良などを追加したことにより、再評価時に比べ、26 億 4200 万円の増と

なっています。 

また、白糠地区においては、東防波堤、沖防波堤などの断面の見直しと、

第１東防波堤、東護岸の改良を追加したことにより、61 億 2 千万円の増とな

っています。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 藤田委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

１．環境影響への配慮について、特に配慮する対応内容として「汚濁防止膜の

設置等による水質汚濁の防止」が示されているが、他の地区では同様の対応

していないのか伺いたい。 

２．「周辺海域の自然環境や水生生物の生育環境に配慮した施工」について、

他の地区では同様の対応していないのか、また、具体的にどのような内容で

あるか伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．「汚濁防止膜の設置等による水質汚濁の防止」については、北金ヶ沢地区

のみならず、他の地区においても、配慮しており、工事作業中の濁りが、周

辺海域に悪影響を与えないよう努めています。（各地区の環境配慮指針チェ

ック表参照） 

 

２．県が発注する漁港漁場等の整備では、周辺海域の自然環境や水生生物の生

息環境に配慮した施工を行うことを目的とし、平成 18 年度に制定した「青

森県漁港漁場工事等環境配慮施工要領」に基づき、発注者及び請負者各々の

立場で工事周辺海域の環境に配慮することとしているほか、請負者は、施工

段階において、環境に配慮した施工を監理する者として、「施工環境監理者」

を配置し、積極的な環境配慮をすることとしており、具体的には次の内容な

どを実施しています。 

 

① 可能な限り環境への負荷の軽減を図るため、工事着手前に漁業関係者、

地域住民等と打合せを行い、施工期間や施工時間の調整を行っている。 

 

② 防波堤の基礎などに使用する石材の海中投入にあたり、水質汚濁の発生

抑制のため、投入前に予め石材の洗浄を実施。 

 

③ 作業船から機械油等が流失しないよう、船上に油吸着マット等を敷設。 

 

④ 施工前に、潜水調査により、水生生物の生息状況を確認し、必要に応じ

て移植を実施。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 東委員 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

１.環境への配慮は全てＡ評価となっているが、事業開始から現在まで地区内

で起きた現象を客観的に見て、その配慮が成功しているのか、配慮はしたが

やむを得ない影響がでているのか整理する必要がある。 

２.三沢漁港における漂砂を止めたことによる海岸侵食への対応状況について

伺いたい。 

 

 

 

回    答 

 

１．各地区における環境への配慮に係る現在状況については、次のとおりです。 

 

地区名 配慮内容 現在の状況 

岩 崎 

十 三 

今 別 

脇野沢 

佐 井 

奥 戸 

北金ヶ沢 

小 泊 

白 糠 

三 沢 

施設整備にあたり、「青森県

漁港漁場工事等環境配慮施工

要領」に基づき、配慮しており、

具体的には、「環境配慮指針チ

ェックシート」に記載した内容

について、実施しています。 

現時点では、周辺環境への影

響は見受けられないが、今後も

事業実施に伴う環境の変化を

注意深く観察していくことと

しています。 

 

岩 崎 周辺海域の藻場保全・再生を

図るため、東防波堤の整備にあ

たり、地域住民と協議し、海藻

の着生場にもなる自然調和型

防波堤として整備するととも

に、海藻の着生を促すため、海

藻の移植を行いました。 

配慮の結果、防波堤の基礎部

に海藻が繁茂し、メバルなどの

魚が寄り集まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

三 沢 海岸侵食については下記のとおり。 

 

２．三沢漁港周辺では、昭和４８年からの本格的な漁港整備の影響により、漁

港北側の海岸侵食がみられました。 

このことから、現在、海岸侵食対策を進めているほか、海岸汀線の変化な

ど事業実施による影響の把握に努めています。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ３ 事業名 水産生産基盤整備事業 委 員 名 松冨委員 

地区名等 十三 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

１．十三湖の水戸口に導流堤が設置されて以降、水戸口が閉塞したことはある

のか。 

２．十三漁港の現在の堆砂状況について伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．十三湖水戸口に整備された導流堤は、昭和２２年に完成しており、河川管

理者である国土交通省に確認したところ、導流堤完成後は閉塞したことはな

いとのことです。 

 

２．十三漁港から水戸口にかけて、特に漁港港口で堆砂がみられますが、この

部分については、ほぼ隔年で維持浚渫を実施しており、現在のところ、利用

上必要な水深を確保しています。 

 

 

漁港港口 

十三漁港 

外海への航路 
日
本
海

日
本
海

日
本
海

日
本
海    

水戸口 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 10、11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 小林委員長､長野委員 

地区名等 白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

１．東日本大震災による被害状況について伺いたい。 

２．漁港を整備したことによる背後施設の被害軽減効果について伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、太平洋沿岸の白糠、

三沢、八戸漁港などにおいて、漁港関係施設、沿岸漁協関係施設などに甚大

な被害を受けました。 

これらの水産関係被害については、別紙のとおりとなっています。 

 

２．今回の東日本大震災において、漁港整備による背後施設の被害軽減効果に

ついては、現時点では把握できていませんが、今後の調査においては、軽減

効果が把握されると思われます。 
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平成２３年東北地方太平洋沖地震の被害について 
災害本部とりまとめ 第４３報（５月末日現在） 

 

水産関係被害 被害金額 ６，０７６，９７３千円（判明分） 

漁港関係施設 

浮き桟橋流出    ４基  （三沢漁港） 

防波堤の倒壊、破損、沈下 ２１件 （八戸、三沢、百石、小舟渡、関根、白糠漁港等） 

岸壁の破損    １２件 （八戸、三沢、百石漁港） 

船揚場の破壊    ４件  （三沢、百石、八戸漁港） 

物揚場の破壊    ３件  （八戸、百石漁港） 

用地舗装の破損   ３３件 （八戸、大蛇、三沢、小舟渡漁港等） 

集落排水施設    １棟  （大蛇漁港） 

防風柵破損    １件  （八戸漁港） 

道路流出、舗装破損  １４件 （三沢、八戸、百石、小舟渡漁港） 

道路等照明    ９件  （百石、八戸、三沢漁港） 

フェンス破損    ２件  （百石、八戸漁港） 

護岸破損     １７件 （三沢、八戸、百石漁港等） 

漁港環境施設(トイレ、四阿等) ５件  （三沢、八戸漁港） 

海岸環境施設    １４件 （三沢漁港） 

突堤破損     ２件  （種差、三沢漁港） 

陸電施設     ２件  （八戸漁港） 

泊地埋塞     ３４件 （三沢、百石、八戸、小舟渡、尻屋漁港等） 

航路埋塞     ９件  （三沢、百石、八戸、小舟渡漁港等） 

廃油処理施設    ３件  （八戸漁港） 

標識灯流出    ３件  （三沢漁港） 

 

沿岸漁協関係 

漁協事務所   滅失 １棟  （八戸市 1） 

破損 ５棟  （八戸市 3、三沢市 1、東通村 1） 

荷捌施設    滅失 ３棟  （階上町 2、八戸市 1） 

破損 １５棟 （階上町 1、八戸市 7、三沢市 1、六ヶ所村 1、東通村 4、むつ市 1） 

作業保管施設   滅失 ２１棟 （八戸市 18、おいらせ町 1、三沢市 2） 

破損２７棟 （階上町 9、八戸市 9、三沢市 1、東通村 8） 

漁船保全修理施設  滅失４棟  （八戸市 2、三沢市 1、東通村 1） 

破損１６棟 （階上町 12、八戸市 3、三沢市 1） 

さけ・ます海中飼育施設 滅失１基  （むつ市 1） 

破損１基  （むつ市 1） 

種苗生産施設   滅失１棟  （階上町 1） 

破損２棟  （八戸市 2） 

鮮度保持施設   滅失２棟  （八戸市 1、三沢市 1） 

破損４棟  （階上町 1、三沢市 2、東通村 1） 

燃油等補給施設  破損５棟  （階上町 1、三沢市 2、東通村 2） 

加工処理施設   滅失１棟  （階上町 1） 

破損３棟  （階上町 1、東通村 1、むつ市 1） 

その他漁業生産関係施設 滅失４０件 （三沢市 4、東通村 36） 

破損８件  （階上町 1、三沢市 6、東通村 1） 

ふ化場 

自家発電機破損 ３基  （八戸市 1、十和田市 1、鰺ヶ沢町 1） 

ふ化場破損  １棟  （八戸市） 

捕獲施設滅失  一式  （八戸市） 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 ２～11 事業名 水産生産（流通）基盤整備事業 委 員 名 小林委員長 

地区名等 岩崎､十三､今別､脇野沢､佐井､奥戸､北金ヶ沢､小泊､白糠､三沢 担 当 課 漁港漁場整備課 

質問事項 

 

 東日本大震災を踏まえ、保全問題等、新たな配慮が必要ではないか。 

 

 

回    答 

 

東日本大震災での漁港施設の被害は、太平洋から津軽海峡にかけて、被害を

受けており、現在、漁業活動の再開を最優先に早急な漁港機能の復旧に取り組

んでいるところです。 

漁港における防災対策並びに減災対策については、今回の大震災を受け、今

後、進められる災害調査結果を踏まえ、国への要望や提言を行うとともに、関

係機関と連携を図りながら、今後の漁港整備計画に取り入れていくべきと考え

ています。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 － 事業名 （海岸保全基本計画） 委 員 名 
小林委員長､長野

委員､齊藤委員 

地区名等 － 担 当 課 
河川砂防課､港湾空港課､ 

農村整備課、漁港漁場整備課 

質問事項 

 

「青森県海岸保全基本計画」について 

１．昭和５８年及び平成５年に日本海側で発生した津波被害は、当該基本計画

にどのように反映されているか伺いたい。 

２．海岸保全施設の建設にあたって、単に基本計画の防護水準によるものでは

なく、その地区の現状に合わせて別な要素も加えて検討していく必要があ

る。 

 

 

 

回    答 

 

１．「青森県海岸保全基本計画」では、地震・津波による被害の防護について、

昭和５８年の日本海中部地震及び平成５年の北海道南西沖地震による津波

を含めた既往最大級の津波に対して、防護することを目標としています。 

なお、青森県日本海側における海岸堤防等の整備は、海岸担当部局間で統

一した計画天端高により整備が進められており、昭和５８年及び平成５年に

発生した地震による津波高は、この天端高を下回っています。 

 

２．海岸保全施設の整備は、「青森県海岸保全基本計画」に基づき、行われて

いるところですが、今回の東日本大震災により、太平洋沿岸の海岸保全施設

が被害を受けました。 

このことから、県では、県民の生命・財産保全のため、早期に復旧すると

ともに、今後、国における指針、設計基準等の見直しを踏まえ、津波による

被害軽減のための対策を実施していくこととしています。 

 

 

※参考 「青森県海岸保全基本計画」抜粋 

「４．計画の見直しの時期と対処方法」 

本計画策定後において、災害等の発生により新たに施設整備の必要性が生じ

た場合には、基本的事項に配慮しつつ、海岸保全施設の整備内容を迅速に見直

すこととする。 

また、整備の進捗や防護技術の変化、住民ニーズの変化等の、社会情勢の変

化に的確に対応するために、必要に応じて、計画を柔軟に見直していくものと

する。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 資料 3-3 事業名 道路事業 委 員 名 長野委員 

地区名等  － 担 当 課 道路課 

質問事項 

  

交付金事業（道路事業）における県の事業費配分の考え方について伺いたい。 

 

 

回    答 

  

交付金事業制度は、昭和６０年度から創設されておりますが、委員ご指摘の

とおり個別事業への事業費配分等は平成２１年度以降、地方の自由裁量に委ね

られるようになりました。 

 

 しかし、国・地方ともに厳しい財政状況が続く中、整備必要箇所が多いにも

かかわらず年々道路事業費が減って行く状況下ではありますが、新規事業の絞

り込みや、完了予定工区への事業費優先配分、用地問題等を抱え時間を要する

と判断される事業については休止工区とするなど、「選択と集中」の視点のも

とに整備効果の早期発現に努めております。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 12～21 事業名 道路改築事業、市町村道代行事業 委 員 名 木立委員､長野委員 

地区名等 八戸大野線他、福浦川目線、温泉線 担 当 課 道路課 

質問事項 

 

道路事業における費用対効果分析について 

１．「道路整備事業における県独自の費用便益分析実施要綱」について、国の

事業（直轄事業、国庫補助事業）には適用されているのか伺いたい。 

２．地域修正係数の今後の見直し方針について伺いたい。 

３．県代行事業について、Ｂ／Ｃが修正後も 1.1 程度と低い値であるが、用地

費を含めると値がもっと下がるのではないか。村が行う用地費の取り扱いに

ついて伺いたい。 

 

 

 

回    答 

 

１．ご質問の国の事業につきましては、国が行う直轄事業、県が行う国庫補助

事業ともに、現段階では適用されておりません。 

 

２．地域修正係数につきましては、社会経済情勢の変化や国のマニュアル等の

改訂があった場合などには、関係機関との連絡調整を図りながら青森県公共

事業評価システム検討委員会において見直し等の検討を行っていきたいと

考えております。 

 

３．県代行事業におきましては、関係市町村が用地費及び補償費を負担し用地

取得をすることとして事業着手をしています。このため、用地取得に係る県

の負担がないことから道路用地は既にあるものとし、用地費及び補償費を含

めない事業費でＢ／Ｃを算定しています。 

  参考までに、用地費及び補償費を含めた事業費でＢ／Ｃを算定した結果

は、下表のとおりとなります。 

 

県代行事業費用便益比較表 

（金額：百万円）  

工区名 用地費 補償費 
用補費 

合 計 

事業費 B/C 

用補抜 用補込 用補抜 用補込 差 

福浦川目線 57 14 71 1,377 1,448 1.13 1.08 -0.05 

温泉線 4 7 11 1,298 1,309 1.09 1.08 -0.01 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 12～21 事業名 道路改築事業、市町村道代行事業 委 員 名 木立委員､武山委員 

地区名等 八戸大野線 他、温泉線 担 当 課 道路課 

質問事項 

 

道路事業における費用対効果分析について（防災便益について） 

１．防災便益適用の考え方について伺いたい。 

２．1.5 車線整備の事業に防災便益を適用している考え方について伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．ご質問の防災便益の適用基準につきましては、「道路整備事業における県

独自の費用便益分析実施要綱」(P-9）に記載しておりますように、 

①大型車すれ違い困難区間（車道幅員 5.5m 未満区間）の解消 

②異常気象時通行不能区間（異常気象時通行規制区間等）の解消 

③通行危険箇所区間（道路防災総点検の要対策箇所）の解消 

が図られる事業に適用となり、これら３便益のうち最大となるものを選定す

ることとなっております。 

 

２．温泉線につきましては、1.5 車線（車道幅員 4.0m、全幅員 5.0m）の整備と

しているため、上記①の項目では便益を計上できませんが、上記③の項目に

該当するため防災便益を計上しています。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 13 事業名 道路改築事業（県道改築事業） 委 員 名 武山委員 

地区名等 夏泊公園線（浦田～茂浦） 担 当 課 道路課 

質問事項 

  

トンネルが概成しているのに事業完了年度が平成２８年度では、事業効果が

十分に発揮されないのではないか。 

 

 

回    答 

 

ご指摘のトンネル（L=753m）についてですが、昨年１１月に掘削が完了し、

今年４月２７日には貫通記念式典が地元主催で開催されるなど、地域住民にも

御理解を頂いている事業となっており、開通に向けた地元の機運も高まってい

るところです。 

 

今後の工事スケジュールについてですが、トンネル工事につきましては、引

き続き設備工事、トンネル内舗装工事等を実施する予定となっております。ま

た、取付道路部の工事につきましては、今年３月に用地取得が概ね完了したこ

とから、事業完了年度を少しでも前倒し出来るよう最大限努力して参りたいと

考えております。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 資料 3-4 事業名 砂防事業 委 員 名 藤田委員 

地区名等  － 担 当 課 河川砂防課 

質問事項 

 

１．砂防事業の整備計画について伺いたい。 

２．未整備箇所のうち、緊急に整備が必要な箇所について伺いたい。 

３．整備箇所の優先順位はどのようにして決定されるのか伺いたい。 

 

 

回  答 

 

１．平成１１年に国土交通省が制定した「土石流危険渓流および土石流危険区

域調査要領」に基づき、県内の渓流を調査した結果、県内の土石流危険渓流

は６４５渓流あり、その内、概成している渓流は平成２２年度末で１３９渓

流、整備率２１．６％となっております。 

東北６県の整備率は平成２２年度末で１４．３％となっており、青森県の

整備状況は東北の中では進んでいる状況です。全国の整備率は平成２１年度

末で１８．１％となっております。 

また、工事に着手している渓流は平成２２年度末で１６１渓流、着手率 

２５．０％となっております。 

当面の整備目標として、平成２５年度末で１５０渓流（整備率２３．３％）

を概成させる計画で事業を進めております。 

 

２．未整備箇所で、土石流が発生するなど緊急に整備を要する箇所は現在のと

ころありませんが、土石流災害が発生した場合は、災害関連緊急砂防事業等

で整備することとしております。 

 

災害関連緊急砂防事業：当該年発生の風水害、震災、火山活動等によ

る土砂の崩壊等危険な状況に対処するための

砂防設備の設置を目的とした補助事業 

 

 

３．災害時要援護者施設、避難場所、重要交通路等を保全する渓流を優先に、

渓流の荒廃状況や保全人家等を考慮し決定しております。 

 

※ 近年の異常気象、台風等の集中豪雨により、土砂災害が発生する可能性が

あることから、順次、未整備箇所の整備を進めて行くこととしております。 

また、ハード対策には多額の経費と時間を要することから、飛躍的に整備

率を進捗させることは難しいため、警戒避難体制の整備を推進するためのソ

フト対策も並行して行っております。 
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※災害関連緊急砂防事業の採択基準 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 24､25 事業名 通常砂防事業､火山砂防事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 九艘泊川、高屋敷沢 担 当 課 河川砂防課 

質問事項 

 

全体計画平面図にある「現況整備率」、「計画整備率」、「将来整備率」の算定

方法について伺いたい。 

 

 

回    答 

 

現況整備率：流域全体から流出すると想定される土砂量に対して、当該計画着 

手前に設置されている施設により土砂の流出を抑制できる率 

計画整備率：流域全体から流出すると想定される土砂量に対して、当該計画着 

手前に設置されている施設及び当該計画で設置する施設により 

土砂の流出を抑制できる率 

将来整備率：計画規模が大きく、整備期間が長期間に及ぶ場合に設定する率 

 

通常渓流 大規模渓流 

現況整備率 現況整備率 

計画整備率(100％) 計画整備率(50％以上) 

 将来整備率(100％) 

 

計画整備率は、原則１００％を目標として計画します。 

ただし、九艘泊川は砂防えん堤１３基、堆積工１基と計画基数が多いため、

全て整備するには多額の費用と長い期間を要することとなることから、当面の

目標として、荒廃が進行している本川を優先し、砂防えん堤５基、堆積工１基

の整備を進めることとし、全て整備した場合の将来整備率１００％に対し、計

画整備率６５．１％としております。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 24､25 事業名 通常砂防事業､火山砂防事業 委 員 名 小林委員長､長谷川委員 

地区名等 九艘泊川、高屋敷沢 担 当 課 河川砂防課 

質問事項 

 

１．九艘泊川、高屋敷沢の事業費が増になった理由を伺いたい。 

２．高屋敷沢について、当初計画から砂防えん堤が１基増工されているが、増

工を検討するにあたって県道の移設は検討されているのか伺いたい。 

 

 

回    答 

 

１．当初計画は、既存の縮尺 1/5,000 の地形図を利用した現地踏査を行い、当

該渓流から流出する土砂量の設定、転石の大きさ等を調査し、施設の型式・

規模、基数等の概略設計を県単独費により行い計画しております。 

しかし、概略設計時に使用する 1/5,000 の地形図は等高線が５ｍピッチで

あり、計画砂防施設の規模（堆砂量）の設定や、河床から道路までの高さの

設定等、細部の検討のための地形の把握には限界があります。 

国の補助事業採択後に、現地の詳細な平面（縮尺 1/500、等高線１ｍピッ

チ）、縦・横断測量や、地質調査を行い、実際の現地の形状に合わせた詳細

設計を行いますが、一般的には軽微な変更にとどまっております。 

希に 1/5,000 の地形図の精度では道路等の制約が判明せず、その後の詳細

測量で影響が明らかになる場合が有り、やむを得ずえん堤の追加等により、

全体事業費が増額となることが有ります。 

 

 概略設計 詳細設計 

設計に使用する 

地形図 

既存の平面図 

Ｓ＝1:5,000 

実測平面図 

Ｓ＝1:500 

実測縦断図 

実測横断図 

 

九艘泊川は詳細な平面、縦・横断測量を実施した結果、右岸に位置する市道

の縦断勾配が８％程度であることが判明しました。 

現況縦断勾配をさらに急勾配にして付替することは道路構造令に適合し

ないため、市道の付替は行えず、えん堤の高さが制約を受けることとなった

ことから、砂防えん堤１基を堆積工に変更したこと等により全体事業費が増

額となっております。 

高屋敷沢は詳細な平面、縦・横断測量を実施した結果、当初計画どおりでは、

左岸に位置する県道を付替する必要があることが判明したため、これに対応す

るえん堤の配置計画を再検討せざるを得ず、１基増工等により全体事業費が増

額となっております。 

 

２．高屋敷沢の県道移設について、「県道付替案」と「砂防えん堤１基増工案」

について比較検討を行った結果、砂防えん堤１基増工案が経済的であったこ

とから、全体計画を砂防えん堤１基増工する計画に変更しております。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 24､25 事業名 通常砂防事業､火山砂防事業 委 員 名 東委員 

地区名等 九艘泊川、高屋敷沢 担 当 課 河川砂防課 

 

 

質問事項 

 

えん堤の構造や魚道設置の有無など、様々なタイプのえん堤を設置している

が、どのように検討されているのか伺いたい。 

 

 

 

回    答 

 

 砂防えん堤の構造は、渓流の連続性を考慮しスリット型式の砂防えん堤を基

本としていますが、砂防えん堤設置付近の渓床の礫の粒径が小さい場合は、ス

リット部が閉塞せず土石流を補足できないことからクローズ型式の砂防えん

堤を計画することとしています。 

また、人家直上流に設置するえん堤についても、スリットから土石が抜け、

下流へ土砂が流出した場合を考慮し、クローズ型式の砂防えん堤を設置するこ

ととしています。 

 

魚道の設置については、常時流水があり魚類が生息しているえん堤には魚道

を設置することとしておりますが、常時流水が無い渓流については、地域住民

等の意見を聞いたうえで、魚道の設置は行っておりません。 

九艘泊川は常時流水があり魚類が生息していることから、スリット型式及び

魚道を併設することとし、渓流の連続性を確保する計画としております。 

高屋敷沢はえん堤計画位置で常時流水が少ないこと、また、地域住民からの

聞き取りでは魚道設置の要望も無かったことから、最下流のクローズ型式のえ

ん堤への魚道の併設は考慮しておりません。 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 27 事業名 尻屋岬港地域再生基盤強化事業 委 員 名 松冨委員 

地区名等 尻屋岬港第二ふ頭地区 担 当 課 港湾空港課 

質問事項 

 

 防波堤（東）と（西）を比較すると、断面が大きく異なるのに、それぞれの

事業費がほとんど変わらない理由について伺いたい。 

 

 

回 答 

 

 

 

 

 防波堤（西）は、下図のとおり沖側は深いケーソン、陸側はやや浅いケーソ

ンで構築する計画であり、このうち再評価資料に添付した断面は、陸側の標準

断面図となっています。 

防波堤（東）と防波堤（西）について、１ｍあたりの事業費を比較してみる

と、ケーソン部分の本体工では、防波堤（東）が 850 万円/ｍ、防波堤（西）

が 530 万円/ｍであり、防波堤（西）の方が 320 万円/ｍ安く、約６割の施工費

となっています。 

また事業費全体では、防波堤（東）は 1,040 万円/ｍ、防波堤（西）は 800

万円/ｍとなっており、１ｍあたり 240 万円/ｍの差となりますが、これは、防

波堤（東）に比べ防波堤（西）の方が、基礎工にかかる費用が大きく、基礎捨

石量及び被覆ブロックの配置により、１ｍあたり 80 万円/ｍ高くなるためであ

ります。 

 

防波堤（東）と防波堤（西）の事業費内訳 

 

防波堤（東） 防波堤（西） 差

2,087 百万円 1,758 百万円 -329 百万円 

200 ｍ 220 ｍ +20 ｍ 

W12m×H14.5m×L13ｍ：10函 W7.5m×H11.5m×L15ｍ：10函

W11m×H14.0m×L14ｍ：5函 W6.0m×H9.5m×L14ｍ：5函

本体工（ｹｰｿﾝ+上部ｺﾝ） 850 万円 530 万円 -320 万円 

基礎工（捨石、被覆ﾌﾞﾛｯｸ） 190 万円 270 万円 +80 万円 

合計　（全　体） 1,040 万円 800 万円 -240 万円 

１ｍあたりの

事業費

総事業費

延　　長

ｹｰｿﾝ規格

 

防波堤（西）の縦断図 
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標準断面図（西）
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0
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【防波堤（西）】 

【防波堤（東）】 

（陸側） ※再評価資料の断面 

標 準 断 面 図 （沖側）   施工済み 
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平成２３年度第１回青森県公共事業再評価対象事業に係る質問事項回答書 

 

整理番号 27 事業名 尻屋岬港地域再生基盤強化事業 委 員 名 長谷川委員 

地区名等 尻屋岬港第二ふ頭地区 担 当 課 港湾空港課 

質問事項 

 

 事業費約３８億円と費用対効果分析における建設費約５１億円の違いにつ

いて伺いたい。 

 

 

 

回    答 

 

 費用対効果分析における防波堤建設費約５１億円は、事業費約３８億円に対

し、建設デフレータ及び社会的割引率（４％）を考慮し、平成２３年を基準年

として、現在価値に換算した額となっております。 

 

 

割引前 割引前

事業費
社会的

割引率 事業費 事業費
社会的

割引率
事業費

1992 (H4) 0.09 2.11 0.18 0.08 1.73 0.14

1993 (H5) 0.33 2.03 0.67 0.31 1.67 0.51

1994 (H6) 2.54 1.95 4.94 2.37 1.60 3.80

1995 (H7) 2.00 1.87 3.74 1.89 1.54 2.91

1996 (H8) 1.46 1.80 2.64 1.42 1.48 2.11

1997 (H9) 1.38 1.73 2.40 1.38 1.42 1.97

1998 (H10) 1.43 1.67 2.38 1.41 1.37 1.93

1999 (H11) 1.62 1.60 2.59 1.62 1.32 2.13

2000 (H12) 3.52 1.54 5.42 3.52 1.27 4.45

2001 (H13) 1.62 1.48 2.40 1.65 1.22 2.00

2002 (H14) 1.90 1.42 2.71 1.96 1.17 2.29

2003 (H15) 1.54 1.37 2.11 1.57 1.13 1.76

2004 (H16) 1.43 1.32 1.88 1.43 1.08 1.55

2005 (H17) 1.56 1.27 1.98 1.56 1.04 1.62

2006 (H18) 1.43 1.22 1.74 1.43 1.00 1.43

2007 (H19) 1.52 1.17 1.78 1.52 0.96 1.47

2008 (H20) 1.43 1.12 1.61 1.43 0.93 1.32

2009 (H21) 1.24 1.08 1.34 1.96 0.89 1.74

2010 (H22) 1.43 1.04 1.49 2.02 0.86 1.73

2011 (H23) 1.36 1.00 1.36 2.02 0.82 1.66

2012 (H24) 1.43 0.96 1.37 2.02 0.79 1.60

2013 (H25) 1.56 0.92 1.44 2.02 0.76 1.54

2014 (H26) 1.96 0.89 1.74 2.02 0.73 1.48

2015 (H27) 1.10 0.85 0.94 2.02 0.70 1.42

2016 (H28) 2.02 0.68 1.37

2017 (H29) 2.02 0.65 1.31

2018 (H30) 2.02 0.63 1.26

2019 (H31) 2.02 0.60 1.21

2020 (H32) 2.02 0.58 1.17

2021 (H33) 2.02 0.56 1.12

36.88 50.85 52.76 51.98

【補足】

基準年（割引率1.00）

費用対効果分析に用いる建設費の算出

今回の総事業費38.45億円のうち、消費税を控除した

36.74億円を建設デフレータにより現在(H23）価値化した

36.88億円が割引前の事業費となる

割引後

合計

再々評価時（今回） 参考：再評価時（前回）

割引後年度

 



道路事業における県独自の費用便益分析に関する経緯

○H15.8 「費用便益分析マニュアル」（国土交通省、都市・地域整備局）

【基本便益項目（３項目）】

◇走行時間短縮便益

◇走行経費減少便益

◇交通事故減少便益 （国においては、現在もこの基本３便益だけによる）

○「青森県公共事業再評価審議委員会」の意見

H16「地域特性や個別の事業内容に即した独自の費用便益比の算定の工夫が望まれる。」

H18「人口減少や過疎化の見込みの中、本県における地域振興を積極的に図っていくた

めに、公共事業評価の手法について再検討が必要である。」

＋

H11「道路投資の評価に関する指針（案）第２編 総合評価」（道路投資の評価に関する

指針検討委員会）における拡張費用分析の考え方

↓

○H18.10 「道路整備事業における県独自の費用便益分析実施要綱」

（H17.7 H17第３回青森県公共事業評価システム検討委員会における了承）

・県単独道路整備事業に適用

・追加便益項目（５項目）

◇冬期便益（冬期間の走行速度向上による効果）

◇観光便益（観光施設へのアクセス向上による効果）

◇地域振興（便益公共施設や生活利便施設へのアクセス向上による効果）

◇地域医療等便益（緊急施設へのアクセス向上による効果）

◇防災便益（緊急施設へのアクセス向上による効果）

○H21.2 「道路整備事業における県独自の費用便益分析実施要綱」改定

（H20.6 H20第２回青森県公共事業評価システム検討委員会における了承）

・交付金事業を適用事業に追加

○H22.3 「道路整備事業における県独自の費用便益分析実施要綱」改定

（H20.7 H20第３回青森県公共事業評価システム検討委員会における試行着手の了承）

（H22.4 青森県公共事業評価システム検討委員会より知事提言）

・「指針（案）」に示されている「地域修正係数を用いた修正費用便益分析」手法

の導入（平成21年度試行、平成22年度～導入）

・経済効率性の基準に基づく標準的な費用便益分析では考慮されていない、

所得格差や地域の厚生水準の格差といった公平性をも考慮した基準によっ

て道路事業実施の是非を判断

・東京都を基準として、物価水準、家賃・地代水準、所得水準等を基に県内

４地方生活圏ごとに算出

津軽1.507 南部1.461 下北1.438 青森1.429

・冬期便益算出方法の見直し（設定期間90日間→120日間等）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路整備事業における県独自の費用便益分析 

実施要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平平平平    成成成成    ２２２２２２２２年年年年３３３３月月月月    

 

 

 

 

青森県 県土整備部 道路課 
 

 



 

 

目  次 

 

 

１．本要綱における費用便益分析の概要……………………………………………………1 

（1）県独自の費用便益分析の趣旨 

（2）追加便益項目 

（3）地域修正係数を用いた修正費用便益分析 

（4）費用便益比算定フロー 

 

 

 

２．適用事業……………………………………………………………………………………3 

 

 

３．要綱の改定…………………………………………………………………………………3 

 

 

４．追加便益項目の算出方法…………………………………………………………………4 

（1）冬期便益   （冬期間の走行速度向上による効果） 

（2）観光便益   （観光施設へのアクセス向上による効果） 

（3）地域振興便益 （公共施設や生活利便施設へのアクセス向上による効果） 

（4）地域医療等便益（緊急施設へのアクセス向上による効果） 

（5）防災便益   （通行危険箇所等の解消による効果） 

 

５．地域修正係数を用いた修正便益の算出方法 

 

６．参考…………………………………………………………………………………………9 

（1）基本便益項目の算出方法について 

（2）観光便益の自動車台数換算について 

（3）地域修正係数の算出方法について 

 

 



 

 - 1 -

1111．．．．本要本要本要本要綱綱綱綱におけるにおけるにおけるにおける費用便益分析費用便益分析費用便益分析費用便益分析のののの概要概要概要概要    

 

（1）県独自の費用便益分析の趣旨 

費用便益分析は、道路事業の効率的かつ効果的な遂行のため、公共事業評価にあたり、社会・

経済的な側面から事業の妥当性を評価し、効果的な事業執行を促すことを目的としている。 

県では、これまで、「費用便益分析マニュアル（平成１５年８月 国土交通省道路局、都市・

地域整備局）」をもとに「走行時間短縮便益」、「走行経費減少便益」、「交通事故減少便益」の３

項目によって、費用便益分析を実施してきた。 

しかし、道路整備により発生する観光振興等の地域特性を考慮した便益が評価されていないた

め、県単独道路事業においては、その必要性が高いにもかかわらず、従来の費用便益分析では十

分な評価を得られないという課題があり、また、過疎化が進む地域においては、地域振興を図る

上で社会資本整備を先行して進める必要がある場合でも、従来の評価手法では、その必要性が十

分に反映されているとはいいがたい面が認められるとして、青森県公共事業再評価審議委員会に

おいて、平成１６年度には「地域特性や個別の事業内容に即した独自の費用便益比の算定の工夫

が望まれる。」とされ、平成１８年度には「人口減少が予想され過疎化が進行する見込みの中、

今後とも本県における地域振興を積極的に図っていくためには、これまでとは違った評価の仕方

が必要と思われるので、こうした点を踏まえ、公共事業評価の手法について再検討を行うことを

求めるものである。」とされたところである。 

このため、「道路投資の評価に関する指針（案）第２編 総合評価」に示されている拡張費用

便益分析の考え方を活用し、青森県公共事業再評価審議委員会の意見等を踏まえて、県単独道路

整備事業について、追加便益項目を設定し、地域特性等を考慮した県独自の費用便益分析を実施

するため、平成１８年１０月に本要綱を制定したところである。 

その後、平成２１年２月には、交付金事業を適用事業に追加し、平成２２年３月には、冬期便

益の算出方法を見直すとともに、同指針（案）に示されている地域修正係数を用いた修正費用便

益分析の手法を導入することとした。 

 

 

（2）追加便益項目 

① 冬期便益 

冬期間の走行速度向上による効果 

 

② 観光便益 

観光施設へのアクセス向上による効果 
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③ 地域振興便益 

公共施設や生活利便施設へのアクセス向上による効果 

 

④ 地域医療等便益 

緊急施設へのアクセス向上による効果 

 

⑤ 防災便益 

通行危険箇所等の解消による効果 

 

（3）地域修正係数を用いた修正費用便益分析 

 経済効率性の基準に基づく標準的な費用便益分析では考慮されていない、所得格差や地域の厚生

水準の格差といった公平性をも考慮した基準によって道路事業実施の是非を判断することを目的に、

地域修正係数を用いて便益額の修正を行うもの 

 

 



 

 - 3 -

(4)費用便益比算定フロー 

費用及費用及費用及費用及びびびび便益算出便益算出便益算出便益算出のののの前提前提前提前提

・社会的割引率 ：4%
・基準年次 ：評価時点
・検討年数 ：50年

便益便益便益便益のののの算定算定算定算定 費用費用費用費用のののの算定算定算定算定

修修修修 正正正正 費費費費 用用用用 便便便便 益益益益 比比比比 のののの 算算算算 出出出出

社

会

的
割

引

率

交通流の推計
・交通量
・走行速度
・路線条件

＜＜＜＜基本便益基本便益基本便益基本便益＞＞＞＞
○走行時間短縮便益
○走行経費減少便益
○交通事故減少便益

＜＜＜＜追加便益追加便益追加便益追加便益＞＞＞＞
○冬期便益
○観光便益
○地域振興便益
○地域医療等便益
○防災便益

＋＋＋＋

・道路整備に
要する事業費

・道路維持管理に
要する事業費

現在価値現在価値現在価値現在価値のののの算出算出算出算出

便益の現在価値 費用の現在価値

便益の算定

修正便益

地域修正係数地域修正係数地域修正係数地域修正係数によるによるによるによる修正修正修正修正

 

 

※県独自の費用便益分析として追加便益・修正費用便益比を算定する 



 

 - 4 -

２２２２．．．．適用適用適用適用範囲範囲範囲範囲    

本要綱は、国庫補助事業以外の道路事業（街路事業を含む。）に係る評価について適用する。 

 

 

 

３３３３．．．．要要要要綱綱綱綱のののの改定改定改定改定    

本要綱は、社会経済情勢の変化やマニュアル等の改定があった場合、青森県公共事業評価シ

ステム検討委員会において改定の検討を行うものとする。 
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４４４４．．．．追加便益項追加便益項追加便益項追加便益項目目目目のののの算出方法算出方法算出方法算出方法    

（1）冬期便益（冬期間の走行速度向上による効果） 

本県は豪雪地域であることから、冬期間においては、降雪・積雪・凍結などにより走行速度の低

下が生じることとなる。道路整備後には、道路環境が改善されることにより、未整備箇所と比較し

走行速度低下の割合は小さくなる。（平成１７年度速度調査結果による） 

このため、冬期間（１２０日間）において、整備有の場合は、夏期に比してさらに走行速度向上

効果があるとして、「走行時間短縮便益」、「走行経費減少便益」を便益として追加計上するものとす

る。 

【算定式】 

■ 冬期便益 ＝ 走行速度向上効果の冬期増に係る「走行時間短縮便益」＋「走行経費短縮便益」 

■ 走行速度向上効果の冬期増 ＝ 走行速度向上効果（冬期）－ 走行速度向上効果（夏期）  

 

□ 走行速度 

 夏期 冬期 冬期低下速度 

整備有 設定速度 設定速度の９５％ 設定速度の ５％減 

整備無 設定速度 設定速度の７０％ 設定速度の３０％減 

□計算例 

夏期 冬期 冬期低下速度
整備有 ６０㎞/h ５７㎞/h △　３㎞/h
整備無 ４０㎞/h ２８㎞/h △１２㎞/h
走行速度向上効果 ２０㎞/h ２９㎞/h 　　９㎞/h

（平成１７年度　青森県道路課調査より）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「走行時間短縮便益」、「走行経費減少便益」算出方法は 5-(１)資料 1、2 を参照

整備区間 

夏期 ６０ｋｍ/ｈ 

冬期 ５７ｋｍ/ｈ 

バイパス（整備後） 

現道（未整備） 

夏期 ４０ｋｍ/ｈ 

冬期 ２８ｋｍ/ｈ 
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（2）観光便益（観光施設へのアクセス向上による効果） 

道路が整備されることにより、観光施設へのアクセスが向上し、観光客が増加するなど、観

光振興の効果が現れるケースがある。 

このため、計画路線に直接関係する観光客入れ込み数の増加分を把握できる場合に、自動車

交通に換算し、その「走行時間短縮便益」、「走行経費減少便益」、「交通事故減少便益」を追加

計上するものとする。 

観光入れ込み数の増加分は、評価時の最新データとその前年３カ年の観光施設ごとの平均観

光入れ込み数の差を増加分として、これを自動車交通（乗用車、バス）に換算し、便益として

計上する。 

なお、経路が複数ある場合は、道路交通センサスの交通量比率により設定する。 

【算定式】 

■ 観光便益 ＝ 観光客入込数増の換算交通量に係る「走行時間短縮便益」 

＋「走行経費短縮便益」 

＋「交通事故減少便益」 

■ 観光客入込数増の換算交通量 ＝ 観光客入込数増（人）×交通機関分担率÷平均乗車人員 

 

□ 交通機関分担率 

青　森 南津軽 北津軽 西海岸 下　北 上十三 八　戸
乗用車 67.3% 83.3% 84.2% 77.7% 73.2% 71.3% 89.4%
バ　ス 32.7% 16.7% 15.8% 22.3% 26.8% 28.7% 10.6%

（平成１６年　「青森県観光統計概要」より）  

□ 平均乗車人員 ： （乗用車） 1.3 人/台 

（バ ス） 11.8 人/台 （「平成１１年 道路交通センサス」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１経路の場合 複数経路の場合（２経路） 

按分方法 
観光客増加数（人）  Ｚ 
自動車換算台数（台） Ｐ 
改良区間 増加交通量（台） Ｐ１ 
 Ｐ１＝Ｐ  

整備区間 

観光施設 

按分方法 
観光客増加数（人） Ｚ 
自動車換算台数（台） Ｐ 
改良区間 増加交通量（台）Ｐ１ 
 Ｐ１=Ｑ１/（Ｑ１＋Ｑ２）×Ｐ 
競合路線 増加交通量（台）Ｐ2 
 Ｐ2=Ｑ2/（Ｑ１＋Ｑ２）×Ｐ 

 

交通量Ｑ2 

観光施設 

交通量Ｑ１ 

整備区間 

※「走行時間短縮便益」、「走行経費減少便益」、「交通事故減少便益」 

算出方法は 5-(1)資料１～３を参照 

※乗用車：自家用車、タクシー、レンタカー 

バ ス：定期バス、貸切バス、新幹線、鉄道、飛行機 
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（3）地域振興便益（公共施設や生活利便施設へのアクセス向上による効果） 

道路が整備されることにより、公共施設や生活利便施設へのアクセスが向上し、地域振興の

効果が現れるケースがある。 

このため、県市町村庁舎、文化ホール、公民館、教育施設、大型店舗など、公共施設や生活

利便施設へ１時間以内でアクセスできる価値を便益として追加計上するものとする。 

対象となる世帯数は、全国道路交通情勢調査単位区域であるＢゾーンが基本であるが、県単

独道路事業は改良区間が短く、Ｂゾーンの世帯数を対象にして便益を計上することは過大と考

えられるため、整備区間を利用する沿道世帯数を対象とし、世帯数に原単位を乗じて便益とす

る。 

 

【算定式】 

■ 地域振興便益 ＝ １時間以内にアクセス可能となる沿道世帯数 × 便益原単位 

 

【原単位】 

□ 便益原単位 ： ６２６，０００円／世帯    

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「道路投資の評価に関する指針（案）第２編 総合評価」の拡張費用便益分析を参考とした。 

 

 

整備区間 

文化ホール等 

道路整備により新たに 1 時間以内に文化ホールなど
にｱｸｾｽできることになった沿道世帯（便益対象世帯） 

1 時間以内に文化ホールな
どにｱｸｾｽできた沿道世帯 
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（4）地域医療等便益（緊急施設へのアクセス向上による効果） 

道路が整備されることにより、緊急病院等へのアクセスが向上し、地域医療の効果が現れる

ケースがある。 

このため、緊急病院・消防署・警察署・派出所へ 30 分以内でアクセスできる価値を便益とし

て追加計上するものとする。 

対象となる世帯数は、全国道路交通情勢調査単位区域であるＢゾーンが基本であるが、県単

独道路事業は改良区間が短く、Ｂゾーンの世帯数を対象にして便益を計上することは過大と考

えられるため、整備区間を利用する沿道世帯数を対象とし、世帯数に原単位を乗じて便益とす

る。 

 

【算定式】 

■ 地域医療等便益 ＝ ３０分以内にアクセス可能となる沿道世帯数 × 便益原単位 

 

【原単位】 

□ 便益原単位 ： ９４０，０００円／世帯    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「道路投資の評価に関する指針（案）第２編 総合評価」の拡張費用便益分析を参考とした。 

 

整備区間 

緊急病院等 

道路整備により新たに30分以内に緊急病院などにｱｸｾｽ
できることになった沿道世帯（便益対象世帯） 

30 分以内に緊急病院など
にｱｸｾｽできた沿道世帯 
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（5）防災便益（通行危険箇所等の解消による効果） 

道路が整備されることにより、通行危険箇所が解消されるなど、防災等の効果が現れるケー

スがある。 

このため、①大型車すれ違い困難区間の解消、②異常気象時通行不能区間の解消、③通行危

険箇所区間の解消が図られることによる価値を、便益として追加計上するものとする。 

①～③の区間を下記のとおりとし、計画交通量の 1/2 を世帯数と見なし、原単位を乗じて算

出する。 

なお、複数該当する場合は便益が最大となるものを選定する。 

 

①大型車すれ違い困難区間・・・車道幅員 5.5ｍ未満区間 

②異常気象時通行不能区間・・・異常気象時通行規制区間及び特殊通行規制区間 

（国土交通省道路局の最新データによる） 

③通行危険箇所区間   ・・・道路防災総点検による要対策箇所を有する区間 

（青森県道路課の最新データによる） 

 

【算定式】 

■ 防災便益 ＝ 換算世帯数 × 便益原単位 

 ■ 換算世帯数 ＝ 交通量（台/日） × １/２ 

（注）交通量の１/２を世帯数と見なし、世帯数に換算する。 

 

【原単位】 

□ ①大型車すれ違い困難区間の解消 ： ９５４，０００円／世帯    

□ ②異常気象時通行不能区間の解消 ： ９３６，０００円／世帯    

□ ③通行危険箇所の解消      ： ７８８，０００円／世帯    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

※「道路投資の評価に関する指針（案）第２編 総合評価」の拡張費用便益分析を参考とした。 

整備区間 
特殊通行規制区間等 

整備後は特殊通行規制区間
が解消される 
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５５５５．．．．地域修正係数地域修正係数地域修正係数地域修正係数をををを用用用用いたいたいたいた修正便益修正便益修正便益修正便益のののの算出方法算出方法算出方法算出方法    

地域修正係数は、「道路投資の評価に関する指針（案） 第２編 総合評価」に基づき、東京都

を基準値として、物価水準、家賃・地代水準、所得水準等を基に、県内の４地方生活圏ごとに算出

する。 

①青森地方生活圏 １．４２９  ②津軽地方生活圏 １．５０７   

③南部地方生活圏 １．４６１  ④下北地方生活圏 １．４３８ 

 

修正費用便益分析では、標準的な費用便益分析の手法により算出された便益額に地域修正係数を

乗じて算出された値を修正便益額とすることにより、総費用に対する修正費用便益比を求める。 

 

【算定式】 

■ 修正便益額  ＝ 総便益額（基本便益 ＋ 追加便益） × 地域修正係数 

 ■ 修正費用便益比 ＝ 修正便益額  ÷  総費用額 
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６６６６．．．．参考参考参考参考    

（1）基本便益項目の算出方法について    

※費用便益分析マニュアル（平成２０年１１月 国土交通省道路局、都市・地域整備局）抜粋 

資料１  

「走行時間短縮便益」の計測 

走行時間短縮便益は、道路の整備・改良が行われない場合の総走行時間費用から、道路

の整備・改良が行われる場合の総走行時間費用を減じた差として算定する。総走行時間費

用は、各トリップのリンク別車種別の走行時間に時間価値原単位を乗じた値をトリップ全

体で集計したものである。 

①算定式 

 走行時間短縮便益：ＢＴ＝ＢＴＯ－ＢＴＷ 

総走行時間費用 ：ＢＴi＝ΣΣ（Ｑijl×Ｔijl×αj）×３６５ 
  ｊ ｌ 

ここで、  ＢＴ ：走行時間短縮便益(円/年) 

ＢＴi ：整備ｉの場合の総走行時間費用(円/年) 

Ｑijl  ：整備ｉの場合のリンクｌにおける車種ｊの交通量(台/日) 

Ｔijl  ：整備ｉの場合のリンクｌにおける車種ｊの走行時間(分) 

  αj ：車種ｊの時間価値原単位(円/分･台) 

   ｉ ：整備有の場合Ｗ、無の場合Ｏ 

   ｊ ：車種 

   ｌ ：リンク 

②車種別時間価値原単位（αj） 

 車種別の時間価値原単位（αj）は、以下の表の値を用いるものとする。 

表 車種別時間価値原単位（αj） 

       単位：円／分・台 

車種(ｊ) 時間価値原単位 

乗用車   40.10 

バ ス  374.27 

乗用車類  45.78 

小型貨物車  47.91 

普通貨物車  64.18 

注：平成20年価格 
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 「走行経費減少便益」の計測 

走行経費減少便益は、道路の整備・改良が行われない場合の走行経費から、道路の整備・

改良が行われる場合の走行経費を減じた差として算定する。 

なお、走行経費減少便益は、走行条件が改善されることによる費用の低下のうち、走行

時間に含まれない項目を対象としている。具体的には、燃料費、油脂(オイル)費、タイヤ・

チューブ費、車両整備(維持・修繕)費、車両償却費等の項目について走行距離単位当たり

で計測した原単位(円/台･㎞)を用いて算定する。 

 ①算定式 

 走行経費減少便益：ＢＲ＝ＢＲＯ－ＢＲＷ 

総走行費用   ：ＢＲi＝ΣΣ（Ｑijl×Ｌl×βj）×３６５ 
  ｊ ｌ 

ここで、  ＢＲ ：走行経費減少便益(円/年) 

ＢＲi ：整備ｉの場合の総走行経費(円/年) 

Ｑijl  ：整備ｉの場合のリンクｌにおける車種ｊの交通量(台/日) 

Ｌl ：リンクｌの延長(㎞) 

  βj ：車種ｊの走行経費原単位(円/台･㎞) 

   ｉ ：整備有の場合Ｗ、無の場合Ｏ 

   ｊ ：車種 

   ｌ ：リンク 

 ②車種別の走行経費原単位（βj） 

  車種別の走行経費原単位（βj）は、以下の表の値を用いるものとする。 

表 車種別の走行経費原単位（βj） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般道　（市街地）
速度（km/h) 乗用車 バス 小型貨物 普通貨物

5 44.82 114.46 34.4 77.94
10 32.54 96.41 29.42 63.97
15 28.26 89.42 27.32 57.23

20 26.02 85.31 26 52.54
25 24.6 82.46 25.03 48.86
30 23.62 80.32 24.26 45.84
35 22.9 78.66 23.65 43.34
40 22.63 77.76 23.3 41.81
45 22.46 77.12 23.03 40.63

50 22.37 76.71 22.85 39.79
55 22.37 76.53 22.75 39.3
60 22.44 76.57 22.74 39.18

一般道　（平地）
速度（km/h) 乗用車 バス 小型貨物 普通貨物

5 23.68 72.40 30.22 59.40
10 16.78 60.38 27.23 48.24
15 14.39 55.90 26.05 43.51

20 13.14 53.37 25.35 40.51
25 12.35 51.67 24.85 38.29

30 11.82 50.43 24.48 36.54
35 11.42 49.48 24.18 25.12
40 11.31 49.12 24.05 34.47
45 11.26 48.88 23.95 33.99

50 11.24 48.78 23.90 33.70
55 11.28 48.80 23.88 33.60
60 11.35 48.94 23.91 33.69

一般道　（山地）
速度（km/h) 乗用車 バス 小型貨物 普通貨物

5 33.68 85.96 27.01 64.03
10 23.74 71.48 23.27 54.80
15 20.24 65.67 21.59 49.63

20 18.38 62.15 20.47 45.72
25 17.19 59.64 19.62 42.49
30 16.35 57.72 18.94 39.77
35 15.74 56.21 18.38 37.47
40 15.41 55.23 17.99 35.83
45 15.18 54.49 17.70 34.52

50 15.02 53.98 17.48 33.55
55 14.94 53.69 17.34 32.91
60 14.93 53.60 17.28 32.60

高速・地域高規格
速度（km/h) 乗用車 バス 小型貨物 普通貨物

30 11.00 41.19 15.04 35.25
35 10.51 39.88 14.55 33.22
40 10.15 38.85 14.14 31.50
45 9.87 38.05 13.82 30.11
50 9.67 37.46 13.58 29.04
55 9.54 37.08 13.41 28.28

60 9.46 36.90 13.32 27.85
65 9.44 36.91 13.30 27.75
70 9.47 37.10 13.35 27.97
75 9.55 37.49 13.48 28.52
80 9.69 38.08 13.69 29.41
85 9.89 38.86 13.97 30.65

90 10.15 39.84 14.34 32.25

資料２ 

注 1：平成２０年価格 

注 2：設定速度間の原単位は直線補完により設定する。 

柱 3：90 ㎞/h あるいは 60 ㎞/h を越える速度については、90 ㎞/h あるいは 60 ㎞/h の値を用いる。 
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資料３ 

「交通事故減少便益」の計測 

交通事故費減少便益は、道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社会的

損失から、道路の整備・改良が行われる場合の交通事故による社会的損失を減じた差と

して算定する。 

道路の整備・改良が行われない場合の総事故損失および道路の整備・改良が行われる

場合の総事故損失は、事故率を基準とした算定式を用いてリンク別の交通事故の社会的

損失を算定し、これを全対象リンクで集計する。交通事故の社会的損失は、運転者、同

乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築物に関する

物的損害額及び、事故渋滞による損失額から算定している。 

 ①算定式 

年間総事故減少便益  ：ＢＡ＝ＢＡＯ－ＢＡＷ 

交通事故の社会的損失 ：ＢＡi＝Σ（ＡＡij） 
   ｌ 

ここで、  ＢＡ ：年間総事故減少便益(千円/年) 

ＢＡｉ ：整備ｉの場合の交通事故の社会的損失(千円/年) 

ＡＡil ：整備ｉの場合のリンクｌにおける交通事故の社会的損失(千円/年) 

Ｘ1il＝Ｑil×Ｌl：整備ｉの場合のリンクｌにおける走行台キロ(千台km/日) 

Ｘ2il＝Ｑil×Ｚl：整備ｉの場合のリンクｌにおける走行台箇所(千台個所/日) 

Ｑil ：整備ｉの場合のリンクｌにおける交通量(千台/日) 

Ｌl ：リンクｌの延長(㎞) 

Ｚl ：リンクｌの主要交差点数(箇所) 

ｉ ：整備有の場合Ｗ、無の場合Ｏ 

ｌ ：リンク 

            

表 交通事故損失額算定式 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通事故損失算定式
ＡＡ il ＝1850 ×X 1il ＋ 470 ×X 2il

中央帯無 ＡＡ il ＝1660 ×X 1il ＋ 500 ×X 2il
中央帯有 ＡＡ il ＝1370 ×X 1il ＋ 500 ×X 2il

ＡＡ il ＝1360 ×X 1il ＋ 480 ×X 2il
中央帯無 ＡＡ il ＝1290 ×X 1il ＋ 460 ×X 2il
中央帯有 ＡＡ il ＝1050 ×X 1il ＋ 460 ×X 2il

ＡＡ il ＝980 ×X 1il ＋ 580 ×X 2il
中央帯無 ＡＡ il ＝890 ×X 1il ＋ 470 ×X 2il
中央帯有 ＡＡ il ＝700 ×X 1il ＋ 470 ×X 2il

ＡＡ il ＝270 ×X 1il高速道路

道路・沿道区分
２車線

２車線

２車線

４車線以上

４車線以上

４車線以上
DID

その他市街地

非市街部

一般道路
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（2）観光便益の自動車台数換算について 

 

 評価時点で最新の「青森県観光統計概要 地域別利用交通機関別の表」より、増加分

の観光入込み客数を乗用車分、バス分と按分し、平均乗車人員（最新の道路交通センサ

スより乗用車＝○.○人/台、バス＝○.○人/台とする）で台数に換算する。 

 

 

算出例）西目屋村「暗門の滝」付近における自動車台数換算 

 

「平成 16年 青森県観光統計概要」より 

乗用車 バス

青　森 25 24 52 53 349 7 3 18 26 9 370 180 67.3% 32.7%

南津軽 14 43 28 33 615 10 4 39 14 59 658 132 83.3% 16.7%

北津軽 5 61 9 6 460 16 2 7 7 6 469 88 84.2% 15.8%

西海岸 9 10 15 13 158 1 0 16 3 4 174 50 77.7% 22.3%

下　北 15 50 38 13 296 15 10 32 8 14 338 124 73.2% 26.8%

上十三 50 79 195 29 835 10 19 115 37 39 969 390 71.3% 28.7%

八　戸 12 25 21 4 549 8 1 7 4 16 557 66 89.4% 10.6%

バイ
ク

分担率バス
分

乗用
車分

その
他

定期
バス

表　地域別利用交通機関別

自家
用車

鉄道
新幹
線

貸切
バス

飛行
機

レンタ
カー

タク
シー

              ※乗用車（自家用車、タクシー、レンタカー） 

 バス（定期バス、貸切バス、新幹線、鉄道、飛行機） 

当地域の乗用車、バスの分担率は、 

乗用車＝83.3％、バス＝16.7％  

 

平均乗車人員は、「平成 11 年 道路交通センサス」より  

乗用車＝1.3 人/台、バス＝11.8 人/台 

 

観光客入込増加数は「平成 13～16 年 青森県観光統計概要」より 

（単位：人）
観光地名 H13 H14 H15 H16

暗門の滝遊歩道 92,367 98,126 125,020 126,570
 

H13～H15 ３カ年平均 105,171 人 

H16（最新データ）  126,570 人 

観光客入込増加数 ＝ 126,570 － 105,171 ＝ 21,399 人 

 

当該観光地へのアクセスは本路線のみであることから、観光客入込数増の換算交通量は、 

増加乗用車換算台数 

 21,399（人）×83.3（％）÷1.3÷365＝ 38 台／日  

増加バス換算台数 

 21,399（人）×16.7（％）÷11.8÷365＝ 1 台／日  

と算定される。 
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（３）地域修正係数の算出方法について 

（※「道路投資の評価に関する指針（案）第２編 総合評価」抜粋） 

 地域修正係数は、合意された社会的価値規範に基づき、ある地域における代表的個人の所得１

単位の限界的増加が、基準地とする地域における代表的個人のそれと比べて、社会的に何倍の価

値があると判断しているかを表している。 

 

・地域修正係数の算出（指針（案）Ｐ７４） 

 

 
 

・地域修正係数の適用方法（指針（案）Ｐ７６） 

 

 

 

 

 



質問事項回答書（Ｐ３５）別添資料 

・火山砂防事業（高屋敷沢） 

概略設計時図面（S=1:5,000） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

詳細設計時図面（S=1:500） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

・・・・既存既存既存既存のののの道路等道路等道路等道路等のののの高高高高ささささ（（（（単点単点単点単点のののの高高高高さがさがさがさが表示表示表示表示されるされるされるされる））））がががが判明判明判明判明しますしますしますします。。。。    

・・・・縦縦縦縦・・・・横断図横断図横断図横断図とととと併用併用併用併用しししし、、、、詳細詳細詳細詳細なななな施設効果量及施設効果量及施設効果量及施設効果量及びびびび影響範囲影響範囲影響範囲影響範囲がががが特定特定特定特定できできできできますますますます。。。。    

計画計画計画計画１１１１号砂防号砂防号砂防号砂防えんえんえんえん堤堤堤堤    

計画計画計画計画２２２２号砂防号砂防号砂防号砂防えんえんえんえん堤堤堤堤    

既設えん堤 

単点単点単点単点によりによりによりにより    

道路道路道路道路のののの高高高高さがさがさがさが判明判明判明判明    

凡例凡例凡例凡例    

2222 基提案時基提案時基提案時基提案時のえんのえんのえんのえん堤堤堤堤    

2222 基提案時基提案時基提案時基提案時のののの堆砂線堆砂線堆砂線堆砂線    

2222 基提案時基提案時基提案時基提案時のののの計画高水位計画高水位計画高水位計画高水位    

2222 基提案時基提案時基提案時基提案時のののの余裕高余裕高余裕高余裕高    


